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１．はじめに（問題設定）
本稿の目的は，法的規制の変化が技術革新の経路にどのような影響を与える
のかについて考察することである。具体的には，生産工程におけるイノベー
ションが競争優位構築の決定的要素となっている造船産業を対象に生産工程
に関する法的規制（審議会答申およびそれを受けて設けられた一連の法律）の
変化が，生産工程のイノベーションにどのような影響を及ぼしたかについて考
察している。なかでも特に，日本と韓国における生産工程におけるイノベー
ションのアプローチに顕著な違いがあることを題材に，その違いをもたらした
背景に両国の法的規制の変化の違いについて考察している。
なお，本稿では藤本（２００１)')に即して，イノベーションを，新しい製品や
工程の商品化ととらえる。即ち，特許取得時点をもってイノベーションが成立
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したと捉えるのではなく，新しい技術を盛り込んだ製品が市場に投入される
か，あるいは新しい工程技術が生産工場に導入されることをもってイノベー
ションが完成したと捉える。この定義の特徴は市場での評価に即してイノベー
ションの成功を評価することにある。技術的成功すなわちイノベーションの成
功とはならない。
イノベーションに関しては数多くの研究蓄積があるがその主だったリサー
チクエスチョンは，「成功要因・失敗要因を探る研究｣2)や，「イノベーション
の引き金が市場機会であるか技術機会であるかに関する研究｣3)や，「企業規模
とイノベーションの関係に関する研究（規模の経済が働く大企業とフレキシビ
リティのあるベンチャー企業どちらの方が有利か等)」といった問題の解明に
向けられている。
こうした数多くの研究群に共通するのは，イノベーションを実施する主体
(主に企業）のイノベーションへの関わり方に主な関心を置いているという点
である。たとえば，リーダーの権限の範囲や開発チームの組織的特徴と開発課
題とのフィットなどが主な論点になる。
一方，イノベーションの実施主体（主に企業）は環境に埋め込まれた存在で
ある。本稿では企業を取り巻く環境のうち，外枠ともいえる法的規制がイノ
ベーションの方向性にどのように影響するのかについて，造船産業の生産工程
でのイノベーションを中心に考察する。
２．先行研究
（１）産業発展過程と最先端技術の種類に関する先行研究
産業発展の過程と主役となるイノベーションの種類について詳細に考察した
研究としてUtterback（1994)4)が挙げられる。Utterback（1994）は製品と工
程のそれぞれでの主要なイノベーションの発生率は時間の経過とともにある一
定のパターンを示し，２つのイノベーションの比率にはある重要な関係がある
という仮説を提示している。具体的には産業の発展過程を「流動期」「移行期」
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｢固定期」に分け，それぞれの段階で「製品イノベーション」と「工程イノベー
ション」の発生率を比較している（図ｌ）。
製品イノベーショ
Utterbackq994）１コ
ンの発生率は製品の登場初期 (形成期）が一番高く，
〕る。この期間は，競争I土この時期を［流動期」と呼んでいる
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製品イノベーションが進行するなか その製品が製造される工程に
対してはほとんど注意が払われない。
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ト・デザイ ﾝの登場はユーザーニーズを十分に満たす製品形態が決定されたこ
とを意味しこの時期以降‘製品の製造方法にかかわるイノベーションの発生
速度があがる。
さらなる時間の経過とともに，最終的に，製品と工程の両方の主要なイノ
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ベーションの発生率は下がっていく。この時期（固定期）に至った産業では，
費用，量，生産能力が極端に重視される。そして，製品イノベーションと工程
イノベーションは小幅で漸進的に現れる。
造船産業に適用してみると，ドミナント・デザインの誕生は１００年近くさか
のぼる。当時，立て続けにプロダクト・イノベーションが生じた。主要なプロ
ダクト・イノベーションとしては第１に鉄鋼船化，第２にキール（竜骨）式で
はなくなり船種全体で強度を保つようになったこと，第３にエンジンの位置が
ミッドシップからリアシップに移ったことである。
造船業においてもドミナント・デザイン誕生後はイノベーションの主役が工
程イノベーションに移った。工程イノベーションとして非常に大きな影響をも
たらしたのが，ボトルネック（もっとも時間のかかる工程）である総組立にお
けるリベットエ法からブロック溶接工法への変化である。
船の製品寿命（製品ライフサイクル）は約25年と長いこと，イノベーション
が安定的であることから劇的な性能向上は生じていないから，造船の産業発展
の速度は他産業（例えば電子機器産業）と比べて遅いことが推定される。この
ことをＦｉｎｅ（1999）は造船産業のクロックスピードは20年と長い（従って進
化が遅い）と指摘している。
上記のようにライフサイクルが長〈（クロックスピードが遅く），結果とし
て産業進化が遅いことから，現在においても造船産業はUtterbackの産業発
展軸分類においては移行期にあると推測される。すなわち，造船産業における
最先端技術競争は工程イノベーションにおいて行われていると推測できる。
(2)法的規制の産業への影響に関する先行研究
①法的規制の企業行動への影響に関する先行研究
法的規制とその企業行動への影響に関する先行研究としては，計量的アプ
ローチを用いた様々な研究蓄積がある。
たとえば清水剛（2002)5)(2003a)6)(2003b)7)では，独占禁止法等への違反に
対して，法的制裁がその後の企業の行動様式にどのような影響があるのかにつ
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いて，生存時間解析等を用いた計量的分析を行っている。
②法的規制のイノベーションへの影響に関する先行研究
上記のように法的規制の企業行動に関する影響についての研究は，近年に
なって主に計量的手法を用いて行われている。
一方，法的規制とイノベーションに関する研究としては，特許および知的財
産に関し，あるべき姿（法の精神）と実態との鮒鵬について，主に法学分野の
研究者が分析を行っている。また，主に経済学者による，規制緩和の必要性を
説いた研究の蓄積は厚い。
なお，経営史の分野ではおそらく，個別事例としてイノベーションに関する
法的規制の影響について扱った研究は数多く存在すると思われる。ただし，本
稿のように，法的規制とイノベーションというテーマをセットとして設定した
研究はまだ無いと思われる。
３．造船業界の法的規制の変遷
図２は，造船業の顧客である海運業界の，積荷ベースでの需要の推移である。
1960年代から1973年までは１日ペースで市場が拡大し，1973年のオイルショック
を機に需要ののびが止まり，需要が元通りに回復するのは1991年と，２０年近く
にわたり需要が停滞していたことがわかる。造船業界が需要と供給のギャップ
(生産能力過剰）に20年近くにわたり直面してきたことが見て取れる。
しかしながら，たしかに停滞期は長かったものの，超長期のトレンドで見る
と海運需要は一貫して成長軌道にあるとみることもできる（図２)。
造船産業は，生産リードタイムは２ヶ月程度だが，納期は常に３年待ちが常
態である。その背景には，受注産業であり受注が決まってから詳細設計図面を
起こすこと，受注が決まってから主原料である鋼材を発注すること，大型設備
の稼働を伴う設備産業であることから，生産能力の拡張縮小を機動的に行えな
いことが挙げられる。
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図２海運需要推移（トンマイルベース）
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出所：（社）日本造船工業会「造船関連資料］2009年９月
'よ激し<変動する。 上述のように生産設備また一方で， 海運需要は短期的に
の拡大縮小を機動的に行えないこと， そして納期が３年待ちであることから短
と，構造的に
需給ギャッ
具体的には，
期の海運需要の変動に対して機動的に生産拡張縮小をできず， 結果，
需要変動に生産が追いつかないことから，需給ギャップが生じる。
プは主に価格を通じて調整される。結果,船価は激しく変動する。
短期間で船価は100％（２倍）も変動する。
市場が需給ギャップ調整に一定の効果を果たすが，短期の用船（レンタル）
用船市場の主要プレイヤーは主として船価の大きな変動を睨んだ投機プレイ
投機の結果需給ギャップが拡大し船価がヤー（代表はギリシヤ船主）であり，
撹乱されることもおこる。
クを契機に長期的な需要低迷に接した結果， 造船産業が構造不オイルショッ
こうした事情がある（況業種として認識された背景には，
フクによる長期的な需要の停滞に直面した結果， 生産能力が恒常オイルショ
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的に過剰な状態となった。それを受けて船価は長期的に低迷することが予想さ
れ，国内の造船産業では生産能力過剰問題について法的な規制をかけて需給
ギャップを改善したいという声が多くあがるようになり，運輸省はそれをうけ
て審議会（海運造船合理化審議会）を設置し審議会の答申をもとに過剰生産
能力を削減する法律が制定された。それが「特定不況産業安定臨時措置法（特
安法)」に基づく設備能力規制および｢特定産業構造改善臨時措置法（産構法)」
に基づく設備能力規制である。いわば，後ろ盾としての法に基づく業界を挙げ
ての生産能力抑制（による船価維持）が行われたのだといえる。
例えば，「海運造船合理化審議会答申書｣8)では下記のように報告している。
これをうけて法的規制による生産能力削減と船価維持運動が行われた。業界を
あげて政府に規制を設けてもらい保護してもらったと言い換えることもできよ
う○
｢昭和48年の石油危機以後の船舶建造需要の世界的減退に伴い，我が同造
船業は深刻な不況に直面することになった｡」
｢今後の我が国の外航船建造量（竣工ベース）は，昭和55年まで減少を続
け，以後緩やかに回復するものと思われるが，従来のような高水準まで回
復することは期待できない｡」
｢現在，5,000総トン以上の船舶を建造しうる船台またはドックを有する企
業は61社，これらの船台又はドックの数は136基，その年間建造能力は標
準貨物船に換算して980万トン程度である。したがって，需要を最大限見
込んだ場合でも昭和60年における受給ギャップは標準貨物船換算トン数で
340万トン程度と推定される｡」
｢受給の均衡を回復することが不可欠であり，このため昭和60年において
もなお過剰となる設備は早急に処理すべきである。すなわち，上記61社の
現有設備能力を標準貨物船換算トン数で340万トン（現有能力の35）設備
処理することが必要であると考える｡」
｢これらの設備処理を行ってもなお当面の受給ギャップは解消されないの
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で，仕事量の確保に努めるとともに過当競争による経営不安定を避けるた
め，操業調整を行う必要がある｡」
｢特定不況産業安定臨時措置法に基づく安定基本計画は昭和58年６月30日
に期限が切れるが，同日後においても，設備の新設等については極力これ
を抑制する」
｢低操業体制下における経営・雇用の安定及び国際摩擦の回避を図ってい
くため，主要造船事業者を対象に適切な操業調整を実施する｡」
４海運市況の急回復・急拡大と設備能力規制緩和のタイムラグ
（１）法的規制の負の側面
上記のように，法的規制による生産能力抑制は，短期的には業界を保護する
効果をもたらした可能`性がある｡しかし長期的には甚大な負の影響をもたら
した可能性もある。以下ではこの点について考察する。
図３は，国別の受注量の推移である。９０年代から長期の成長トレンドとなり，
2000年代には成長率が跳ね上がっていることがわかる。そして，成長の機会を
捉えたのは日本企業ではなく韓国，続いて中国であることがわかる。
法的規制による生産能力抑制は，日本では市場が再び拡大しはじめていた９０
年代後半まで続けられていた。一方で韓国では日本と同じく生産能力抑制政策
がとられていたが，日本よりも１０年早く緩和撤廃されている。日本企業が市場
機会を機動的に捉えることができなかった背景には，保護される期間が長かっ
たことが，かえって足かせ（怪桔）になってしまった可能性がある。
より深刻なのは，生産能力抑制政策が日本の造船企業の市場の変化への対応
を遅らせてしまったことである。下記の通り，実は市場が再び拡大しはじめた
1990年代とそれ以前では，市場で求められた船のタイプが異なっているのであ
る。具体的には，市場ではより大型化した船舶を求められていたが，生産能力
抑制政策によりドックやクレーンといった設備を大型化することができず，市
場機会を逃すことにつながった可能性が大きい。
－１０－
経営論叢創刊号（2012年３月）
図３国別の爵洋覺推務
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出所：（社）日本造船工業会「造船関連資料」2009年9月
船種別の大型化度合いと市場規模増大の様子を，図４は． 1991年を１００とし
て示したものである。市場が拡大したのは，
型化したものばかりであった。船舶の大型，
バルクキャリアを除けば船舶が大
船舶の大型化は。 設備を大型化しなければ達成
困難であり 日本企業は大型化した高付加価値船でことごとく市場機会を逃し
図４ 船種別大型化度合いと市場規模増大の様子
(1991年を100として2008年と比較）
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背景には生産能力抑制政策がある。た。
市場が拡大している一方で船舶自身の規模は拡唯一，バルクキャ
大していない。これ
リァだけは
バルクキャリアは用途がばら積み船であり， 航路ヒスこ は，
エズ運河やパナマ運河を通る必要があるためである。 そして､運河を拡大する
ことは実質的に不可能と `思われる。
実は日本企業は，バルクキャリアではｌ
別の市場シェアを一覧にしたものである。
バルクキャリアでは健闘している。図５は，日韓中の船種
高付加価値船ではことごとく韓国の
シェアが高く，日本企業が強いのは自動車専用船とバルクキャリアのみであ
る。日本の自動車専用船が強いのは,顧客の自動車メーカーが高い輸出競争力
を持つ日本企業だからという特殊事'情がある。 一方で，バルクキヤリアは中国
旧大手各社ではなく，中手で非と拮抗するシェアを保っている。これは実は，
上場のオーナー系企業である常石造船が牽引している。
ンへの法的規制の影響：日韓のアプローチの差異(2)生産工程イノベーショ
法的規制による生産能力抑制政策は。 長期的には日本以上見てきたとおり，
の造船企業が再び訪れた市場再拡大の機会を逃すことにつながってしまった。
図５日韓中の船種別の市場シェア
露lapan瞳Korど且態Ｃｈｉ１１ａ
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ShipyardMonitorのデータより筆者作成出所：ClarksonWorld
－１２－
経営論叢創刊号（2012年３月）
一方，法的規制の別の側面での影響を観察することもできる。典型的なのは，
生産工程でのイノベーションに対する，日韓のアプローチの違いである。
上述の通り”造船産業では現在，イノベーション上の競争の焦点は生産工程
にある。造船の生産上のボトルネックは総組立工程であり，ここで新たな工程
イノベーションが生じてボトルネックが改善されると生産リードタイムが劇的
に短縮する。生産リードタイムの短縮は，同じ設備で生産量を増やすことがで
きるという結果をもたらすので。（工程イノベーション競争をしている）流動
期にある造船産業では極めて重要である。
このポトルネックエ程の改善アプローチに，実は日韓で顕著な違いが存在す
る。図６は，造船の生産工程における工程流れ図であり，造船の生産工程にお
けるボトルネックは総組立（ブロック同士をクレーンでつり上げ溶接する）工
程であることを示している。
図７は，韓国の造船企業の工程イノベーション（テラブロックエ法）を象徴
する概念図である。韓国は上記のボトルネックに対して，ブロックとクレーン
を超大型化することで生産リードタイムを短縮するアプローチを採用してい
る。日本で最大のクレーンは900トンクラス，)だが，韓国の造船所は3,500トン
を上回るクレーンを有する。ブロックを超大型化し（ギガブロックやテラブ
ロックと呼ばれる）４つないし６つの超巨大ブロックを超巨大クレーンで釣り
上げ溶接するだけで船が出来上がる。従来のブロック建造工法のイメージとは
まるで異なる姿になっている。
もちろん，こうした巨大設備を有するためには，巨大な設備投資が必要にな
る。日本が設備能力規制による生産能力抑制政策を採って船価を保とうとして
いた時期に，韓国企業は市場拡大と市場変化（船舶大型化）を睨んで（日本と
同様に採られていた設備能力規制の日本より１０年早い緩和を背景に)，1980年
代後半から1990年代前半にかけて巨大な設備投資を行い実際に市場機会をつか
み1993年に日本を受注量で逆転する'０)。ところが後に1998年の通貨危機に直面
し－次ＬＣ（長期の信用手形）が降りずに受注が困難となり受注量で日本に
再逆転を許す。受注の停止は一時的な現象であったが，一時的に生じた設備過
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剰状態をうめるためにいかなる条件の顧客からのカスタマイ ズ要求にも応える
という行動様式がその後定式化し，韓国造船企業の特徴となっている。
一方，図８は日本における， ボトルネック工程の改善アプローチのひとつの
ある中手造船所で行われてい る事例であり, もっとも複雑で工典型例である〔
数のかかる機関部の蟻装を前倒 しで行うことで，
－１４－
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図７韓国企業の工程イノベーション：ブロックとクレーンの超大型化
~一一、
、
、 ■
lLH所：筆者作成
となしに（すなわち設備投資なしで)，ブロックを大型化せず（すなわちクレー
ンを大型化することなく） 能産リードタイムを短縮している。
本来，船舶の生産においては，マンション等の大型構造物と同じく，造物と同じく，電装部
船体が組み上がってか品の艤装を伴う機関部の艤装はブロックを全て溶接し，
ら海上で行われる。海上での艤装にはテスト を含め数週間かかる。艤装のうち，
最も複雑で工数のかかる機関部の艤装を， ブロック同士を溶接する前の段階で
行うのが先行艤装である。
海上艤装およびテストには数週間かかる。 先行艤装を徹底的に極めること
生産工程におけるブロック組立工程と艤装工程のオーバーラップが可能にで．
なる。結果，生産リードタイムを数週間短縮できる。しかも大型クレーン設置
等の設備拡張は一切行わずにである。 先行艤装を極端に進めている日本の造船
所（全ての造船所がではない）は，大Ｚ
ｂにどこをどのように（どの順番で）
大型設備投資を行わない（行えない）代わ
先行艤装するのが望ましいかに関する
このように先行艤装にはノウハウが必要ノウハウを蓄積していると思われる。
1５－
[論文］ 法的規制の変化が技術革新経路に与える影響 (加藤）
図'８ 日本の中手造船所の先行艤装によるボトルネック改善事例
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だが．こう したノウハウを蓄積するためには船種を絞り込んで同タイプの船種
を大量に作る必要がある'1)。
こうした，クレーンに大型設備投資することなく，艤装に最も工数のかかる
機関部の先行艤装を極限まで推し進めようとしているのが， 常石造船で試みら
思われる（図９)。(機関部のモジュール化）とれているＰSPOプロジェクト（機関部のモジ
具体的には，機関部のエンジン'2)以外の部品を ９つのモジュールという大きな
９つのモジュール13）を組立ててから溶接していくくり（チャンク）にまとめ,
これを同社の標準船で導入しているMj。る。
留意すべきは，こうした日韓の工程イ ノベーションのアプローチの違いがど
こからくるのかという点である。 ここでは３点を挙げておく。
第１に 日本の造船所と韓国の造船所の設立時期の違いが挙げられる。 ｕ本
の造船所は韓国の造船所と比べ歴史が古く， 遅れて参入し船舶と設備の大型化
が進んだ韓国の造船所と比べると狭小な場所に立地している。 結果，同じ立地
内に大型設備を導入しようとしても不可能な場合が多い。
第２に 韓国と比べ規制緩和が10年遅れた生産能力抑制政策の負の側面を無
祖できない。 人きなシェアを誇っていた日本の造船所が船価を維持しようとし
先行艤装を更に推し進めた機関部モジュール化図９
出所：常石造船へのヒアリング調査等により筆者作成
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て国内の業界を挙げて（立法まで持ち込み）生産能力を削減したのは，短期的
には船価を一時的に維持し，雇用を守りながら収益がより安定的な陸上分野へ
の多角化を推し進める時間を稼ぐという効果を（特に資源蓄積の大きかった大
手造船所に）もたらした。一方長期的には，多角化戦略が成功したが故に造
船事業部門出身者の社内における発言力が低下し，造船市場が再び拡大し始め
た1990年代には（市場拡大を見込んで）社内を説得して大型設備投資をするこ
とが困難な状況になったことが挙げられよう'5)。
５まとめ
本稿では法的規制の変化が技術革新に影響を与える経路について，造船業界
とその法的規制の変化を対象として考察した。
造船は生産工程においては技術革新が盛んであり，近年では生産リードタイ
ムが大幅に短縮されている。ところが，ほぼ同じ船を造っていても，日韓では
生産工程のイノベーションにおけるアプローチに顕著な違いが見られることを
指摘した。韓国企業はブロックの超巨大化とクレーンの超大型化による生産
リードタイム短縮を志向しているのに対し，日本企業は設備大型化に頼らず先
行艤装の推進による生産リードタイム短縮を志向している。
こうしたアプローチの違いが生じた背景には，オイルショック後に生産能力
過剰･構造不況に陥った造船業界に適用された設備能力規制（特安法･産構法）
とその規制緩和の時期に日韓で大きな違いがあることを指摘した。
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藤本隆宏（2001）生産マネジメント入門Io
MyersandMarquis（1969）等が代表である。
Freeｍａｎ（1982)。
Utterback（1994）“MasteringtheDynamicsoflnnovation:HowCompanies
CanSeizeOpportunitiesintheFaceofTechnologicalChange”Harvard
BusinessSchoolPress．
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6）
7）
清水剛（2002）「企業に対する社会的制裁」（共著，「ジュリスト」1228,2002)。
清水剛「独占禁止法違反に対する制裁の経営効果」（｢ジュリスト」1254,2003)。
清水剛「企業に対する制裁メカニズム：刑事法と民事法の比較の試み」（共著，
伊藤秀史・小佐野広編「インセンテイプ設計の経済学」勁草書房，2003)。
海運造船合理化審議会答申書「海造審第25号の２昭和53年７月14日」および
｢海造審第16号昭和58年３月23日」より。
日本でも造船に用いられている海上クレーンには1.200トンクラスが存在する
が，１日あたり数百万円のレンタル料がかかる。
このあたりの事情は具・加藤・向井（2010）に詳しい。
船種を絞った－部の日本の中手造船所が著しく成長していることについては，
具・加藤・向井（2010）に詳しい。
エンジンは三井造船から購入する。
標準化されており，シリーズ船で同種のモジュールが使われる。
標準船戦略については具・加藤（2010）に詳しい。
多角化の成功が市場再拡大期の投資意思決定の姪桔になった点については加
藤・具（2010）に詳しい。
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9）
１０）
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